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・テレワーク中の社内/社外コミュニケーションの質の変化について、いずれも否定的（（あまり）やりやすくならなかった）な
回答の割合が高く、コミュニケーションを伴うディスカッションはオフィス（対面）で行う意向が約7割を占めている。

出典：国土交通省都市局「新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性」（（論点整理）、令和2年8月））
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・コロナ禍を経て、デジタルシフトが加速し、コミュニケーションのオンライン化（テレワーク、オンライン授業、交流等）が進
む一方でフェイス・トゥ・コミュニケーションにおける価値の向上が進み、居住と就業先の分散化、企業行動原理の変化等
の予測がなされている。

出典：新エネルギー産業技術総合開発機構技術戦略研究センター「コロナ禍後の社会変化と期待されるイノベーション像」（2020年6月24日）
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項目 ワーカー向け 企業向け

調査対象

東京圏（※）に在住する20～50代の男女のう
ち、通勤通学先がリニア新幹線の発着駅であ
る品川駅及び周辺駅（品川駅から電車で10分
圏内）、中央線駅（新宿駅～高尾駅間）である
者

以下の条件にあてはまる場所に本社が所在す
る事業者（計4800社）
①品川駅及び周辺駅（品川駅から電車で10分

圏内）＜1600社＞
②中央線駅（新宿駅～高尾駅間）＜1600社＞
③神奈川県相模原市内＜1600社＞
※①・②は駅から１km圏内の事業者を抽出

調査時期 令和2年9月25日～30日 令和2年9月23日～10月8日

調査方法
インターネット調査（インターネットリサーチ会
社を活用したモニター調査）

郵送送付、郵送回収

回収数 3000票 有効回収：972票（有効回収率20.3％）

※ 本シナリオにおける「東京圏」とは以下の都県を含むものとする
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

・令和９（2027）年に予定されてる品川・名古屋間のリニア新幹線の開業により、劇的な移動時間の短縮に伴うワークスタ
イルの変化が期待されることから、新たなワークスタイルの具現化に向けた検討の参考とするため、東京圏在住者（ワー
カー）と企業を対象としたニーズ調査を実施
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83.2

69.5

66.3

63.7

63.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

専門・技術（3）（情報処理、ソフトウェア開発

等）(n=369)

専門・技術（1）（設計・開発・製造・建築・情報

等の技術者）(n=311)

管理（会社役員、その他の法人・団体の管理

職員等）(n=338)

販売（商品販売、営業等）(n=507)

専門・技術（5）（美術家、デザイナー、音楽家

等）(n=73)

(%)

14.1% 19.6% 18.0% 7.9% 40.4%全体(n=3000)

週5日以上テレワークを行っている 週3～4日テレワークを行っている

週1～2日テレワークを行っている 月1～2日テレワークを行っている

テレワークは行っていない
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・テレワークを実施している者（「テレワークは行っていない」と回答した者以外）は回答者の約６割である（参考：R1雇用型
テレワーカー14.8％（12頁）、R2.1東京圏テレワーク利用率10％（22頁））
・通勤時間を60分で区分した結果、通勤時間が60分超はテレワークを実施していない者の割合は低い（テレワーク実施率
が高い）
・ 職種別に見ると、専門・技術職（情報処理、ソフトウェア開発等）では特にテレワークを実施している者が多い

グラフ：今後のテレワーク意向について（１つ選択、グラフ中、赤破線は「テレワークを行っている」（月に１～２日、週１～２日、週３～４
日、週5日以上テレワークを行いたいの合計））

グラフ：「テレワークは行っていない」割合（通勤時間別）

40.4 

37.7 

42.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

全体(n=3000)

通勤時間が60分以上(n=1350)

通勤時間が60分未満(n=1650)

(%)

グラフ：「テレワークを行っている」割合（職種別、上位５つ）
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14.0% 22.3% 15.8% 2.4% 20.0% 25.4%
全体

(n=3000)

週5日以上テレワークを行いたい 週3～4日テレワークを行いたい 週1～2日テレワークを行いたい

月に1～2日テレワークを行いたい 必要に応じてテレワークを行いたい 特にテレワークを行う必要はない

第５節 ワーカー・企業のニーズ（ワーカー向け調査概要②）
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グラフ：今後のテレワーク意向について（１つ選択、グラフ中、赤破線は「テレワークを行いたい」（必要に応じて、月に１
～２日、週１～２日、週３～４日、週5日以上テレワークを行いたいの合計））

1位 ２位 ３位

回答者全体
(n=2239)

通勤時間・移動時間の削減
（70.8％）

家族と過ごす時間を増やす
（21.2％）

定型的業務の生産性向上
（21.0％）

20代男性
(n=86)

通勤時間・移動時間の削減
（68.6％）

定型的業務の生産性向上
（34.9％）

趣味等、自由な時間を確保する
（20.9％）

30代男性
(n=311)

通勤時間・移動時間の削減
（67.5％）

家族と過ごす時間を増やす
（30.9％）

定型的業務の生産性向上
（27.0％）

20代女性
(n=144)

通勤時間・移動時間の削減
（69.4％）

趣味等、自由な時間を確保する
（37.5％）

自律・自己管理的な働き方の実現
（17.4％）

30代女性
(n=264)

通勤時間・移動時間の削減
（73.1％）

育児との両立（32.2％）
家族と過ごす時間を増やす

（28.0％）

・今後のテレワーク意向について、回答者の約75％は「テレワークを行いたい」と回答。理由を性年代別に見ると、男性の
20代は回答者全体の傾向と比較して「定型的業務の生産性向上」、女性の20代は「趣味等、自由な時間を確保する」、
女性の30代は「育児との両立」が特に高い

表：テレワークを行いたい上位３つの理由（３つまで選択、性年代別、回答者全体の割合と10ポイント以上差がある回答は太字）
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表：今後のテレワーク意向について（業種別、「テレワークを行いたい」（必要に応じ
て、月に１～２日、週１～２日、週３～４日、週5日以上テレワークを行いたいの
合計）の割合が全体よりも10ポイント以上高い業種を抽出）

・今後のテレワーク意向について、業種別に分析すると、特に「情報通信業」「学術研究・専門・技術サービス業」「製造業」
においてテレワークに積極的な傾向が見られる

順位 業種 割合

1位 情報通信業（n=422) 93.8%

2位 学術研究・専門・技術サービス業(n=100) 89.0%

3位 製造業（n=511) 88.5%

参考（全体） ー 74.6％

表：上記の回答理由（情報通信業、学術研究・専門・技術サービス業、製造業の上位３つ）

順位
情報通信業

(n=396)
学術研究・専門・技術サービス業

(n=89)
製造業
(n=452)

1位 通勤時間・移動時間の削減
（78.5％）

通勤時間・移動時間の削減
（73.0％）

通勤時間・移動時間の削減
（75.2％）

2位 家族と過ごす時間を増やす
（21.5％）

災害や事故発生（感染症等も含む）時
でも仕事ができる

(25.8%)
家族と過ごす時間を増やす

(25.8%)

家族と過ごす時間を増やす
（23.9％）

3位 趣味等、自由な時間を確保する
(20.2%)

定型的業務の生産性向上
（24.1％）
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10.1 40.2 15.4 2.1 31.9 0.3
全体

(n=3000)

普段の通勤で利用する 出張、企業研修等で長距離移動が必要な場合に利用する

急な対応を要する場合等、時間短縮が求められる時に利用する 兼業・副業の移動手段として利用する

特に利用する可能性はない その他

（％）
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1位 ２位 ３位

回答者全体
(n=3000)

出張、企業研修等で長距離移
動が必要な場合に利用する

（40.2％）

特に利用する可能性はない
（31.9％）

急な対応を要する場合等、時間
短縮が求められる時に利用する

（15.4％）

管理（会社役員、そ
の他の法人・団体の
管理職員等）
(n=338)

出張、企業研修等で長距離移
動が必要な場合に利用する

（53.3％）

特に利用する可能性はない
（20.4％）

急な対応を要する場合等、時間
短縮が求められる時に利用する

（13.9％）

販売（商品販売、営
業等）
(n=507)

出張、企業研修等で長距離移
動が必要な場合に利用する

（51.5％）

特に利用する可能性はない
（26.0％）

急な対応を要する場合等、時間
短縮が求められる時に利用する

（12.8％）

表：リニア新幹線をビジネスで利用する場合の利用方法（１つ選択、回答者全体の割合と10ポイント以上差のある回答は太字）

・リニア新幹線をビジネスで利用する場合の利用方法として、「出張、企業研修等で長距離移動が必要な場合に利用す
る」が40.2％と最も高く、職種別に分析すると管理（会社役員、その他の法人・団体の管理職員等）や販売職は特にその
傾向が強い

グラフ：リニア新幹線をビジネスで利用する場合の利用方法（１つ選択）
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1位 ２位 ３位

神奈川県相模原市 現居住地から県外に通勤通学で
きる（24.2％）

仕事等で県外に行きやすくなる
（22.4％）

観光等で県外に行きやすくなる
（21.6％）

山梨県甲府市 観光等で県外に行きやすくなる
（30.3％）

仕事等で県外へ行きやすくなる
（17.4％）

観光客増加により産業が活性化
する（17.1％）

長野県飯田市 観光等で県外に行きやすくなる
（30.7％）

観光客増加により産業が活性化
する（17.8％）

仕事等で県外に行きやすくなる
（14.9％）

岐阜県中津川市 観光等で県外に行きやすくなる
（30.7％）

観光客増加により産業が活性化
する（18.0％）

仕事等で県外に行きやすくなる
（14.2％）

※いずれの駅も「特に影響はない」の割合が最も高いが、上記の表では「特に影響はない」以外を回答したものから上位３位を抽出。

・リニア新幹線の開業により中間駅（神奈川県相模原市、山梨駅甲府市、長野県飯田市、岐阜県中津川市）において生じ
る影響のうち、神奈川県相模原市は「現居住地から県外に通勤通学できる」、それ以外は「観光等で県外に行きやすくな
る」の割合が最も高い

表：リニア新幹線の開業により、中間駅において生じると思われる影響（駅ごとに３つまで、n=3000）ビジネス面
への影響

・テレワーク利用にあたって重視する付帯機能について、「周辺に安価な宿泊施設があること」が約５割と最も高く、次いで
「スキル講座や資格講座等のサービスがあること」「ビジネスマッチング等の交流イベントがあること」がそれぞれ２割以
上であるが、業種別に見ると、テレワークに積極的な学術研究・専門・技術サービス業は全体の割合と比較して、「実証
実験等ができるフィールドがあること」「保育・託児サービスがあること」が高い傾向にある

表：テレワーク利用（ワーケーション含む）をするにあたって重視する付帯機能（ ３つまで、回答者全体の割合と５ポイント以上差のある回答は太字）

1位 ２位 ３位

回答者全体
(n=2841)

周辺に安価な宿泊施設があること
（49.3％）

スキル講座や資格講座等のサー
ビスがあること（24.2％）

ビジネスマッチング等の交流イベ
ントがあること（22.7％）

学術研究・専門・技術
サービス業(n=93)

周辺に安価な宿泊施設があること
（53.8％）

実証実験等ができるフィールドが
あること（広い敷地がある、ある程
度まで騒音が認められる、住民の

理解がある等）（23.7％）

保育・託児サービスがあること
（22.6％）

※設問の前提条件
公共交通で都心から約100分かかるところ、リニアの開業により、約60分に短縮されるエリアにおいて、自然豊かな落ち着いた環境の中、仕事や
余暇活動、地域との交流等ができるコンテンツが整備されていると仮定
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表：新たなワークスタイルの実現に向けた意向（それぞれ１つ選択）

・都心に居住・在勤しながら地方でテレワーク、二地域居住をしながら都心で働く等、新たなワークスタイルに対する意向
について、積極的（「前向きに検討したい」「条件がそろえば検討したい」合計）な割合が最も高いのは「住まいと勤務地は
都心にあり、月に通日、地方でテレワークをする（移動にリニア新幹線を利用）」の37.7％、次いで「住まいは地方、勤務
地は都心にあり、月に数日だけ都心にリニア新幹線で通勤し、普段は地方の自宅またはサテライトオフィスで仕事をす
る」が35.0％である

前向きに検討したい

11.7

6.9

8.1

9.4

8.0

8.5

条件がそろえば検討したい

26.0

19.4

23.9

25.6

21.9

24.3

やってみたいが実現は難しい

23.0

24.8

27.5

25.6

27.8

23.8

特にやりたいと思わない

39.3

48.9

40.5

39.4

42.3

43.3

凡例(n=3000)

住まいと勤務地は都心にあり、月に数日、地方で
テレワークをする（移動にリニア新幹線を利用）

住まいは地方、勤務地は都心にあり、毎日リニア
新幹線で通勤する

住まいは地方、勤務地は都心にあり、週に数日だ
け都心にリニア新幹線で通勤し、普段は地方の自
宅またはサテライトオフィスで仕事をする
住まいは地方、勤務地は都心にあり、月に数日だ
け都心にリニア新幹線で通勤し、普段は地方の自
宅またはサテライトオフィスで仕事をする
住まいが地方と都心の両方にあり、勤務地は都心
で、仕事や暮らしの状況に合わせて住み分ける
（移動にリニア新幹線を利用）
住まいと勤務地は都心にあり、兼業・副業で地方
に関わる
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20.7
15.1
15.0

14.2
8.8

8.4
5.3

3.8
2.6

2.3
2.0

1.8

0% 5% 10% 15% 20% 25%

長野県※(n=471)
山梨県※(n=344)

神奈川県※(n=342)
特にない(n=323)
東京都※(n=201)
静岡県(n=191)
千葉県(n=121)
埼玉県(n=87)
栃木県(n=59)
その他：(n=52)
群馬県(n=45)
茨城県(n=40)
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表：利用してみたいと思う都県（１つ選択、性年代別、回答者全体の割合と10ポイント以上差のある回答は太字）

・新しいワークスタイル（例：住まいと勤務地は都心にあり、月に数日、地方でテレワークをする（移動にリニア新幹線を利
用））を実現するための拠点として利用してみたいと思う都県について、「長野県」が20.7％と最も高く、次いで「山梨県」が
15.1％、「神奈川県」が15.0％である。性年代別に分析すると、20代、30代の男女は、「神奈川県」、「東京都」を選択する
割合が高く、40代、50代の男性は、「長野県」、「山梨県」を選択する割合が高い傾向にある。

グラフ：利用してみたいと思う都県（１つ選択、※はリニア新幹線停車駅が設置される都県）

1位 ２位 ３位

回答者全体(n=2276) 長野県(20.7%) 山梨県（15.1％） 神奈川県（15.0％）

20代男性(n=88) 神奈川県（26.1%） 東京都（17.0％） 長野県（12.5％）

30代男性(n=344) 山梨県（16.9％） 長野県（16.6％） 神奈川県（15.4％）

40代男性(n=517) 長野県（25.0％） 山梨県（14.7％） 神奈川県（14.3％）

50代男性(n=614) 長野県（24.8％） 山梨県（16.3％） 特にない（14.7％）

20代女性(n=174) 神奈川県（19.5％） 山梨県（16.1％） 東京都（15.5％）

30代女性(n=269) 特にない（16.4％） 神奈川県（16.0％） 長野県（15.6％）

40代女性(n=179) 長野県（20.7％） 神奈川県、特にない（各17.3％）

50代女性(n=91) 特にない（23.1％） 長野県（19.8％） 神奈川県（15.4％）
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18.5 21.7 1.3 

0.0 

40.8 3.8 14.0 全体（n=157）

現在の制度を拡大する 現在の制度を継続する 現在の制度を縮小する 将来的には制度を廃止する

未定・不明 その他 無回答

（％）

2.6 

0.0 0.6 

11.2 1.7 82.3 1.
5 全体（n=972）

導入している 現時点で導入していないが、既に導入が決まっている

現時点で導入していないが、１年以内の導入を検討している 現時点で導入していないが、将来的な導入を検討している

その他 現時点で導入しておらず、導入予定もない

無回答

（％）

第５節 ワーカー・企業のニーズ（企業向け調査概要①）

40

・ワーケーション（※）の導入状況について、「導入している」は2.6％、「導入を検討している」（「現時点で導入していないが、
1年以内の導入を検討している」「現時点で導入していないが、将来的な導入を検討している」の合計）は11.8％である
・ワーケーションを導入、導入を検討している企業のうち、40.2％が現在の制度を拡大・継続する意向を示している

グラフ：ワーケーション制度の導入状況（１つ選択）

※「ワーケーション」とは「ワーク」（仕事）と「バケーション」（休暇）を組み合わせた造語。「働きながら休暇を取る」ことで、リゾート地
などで休暇を兼ねて、リモートワークを行う労働形態等を指す。

グラフ：今後のワーケーションに関する意向（１つ選択、現在ワーケーションを導入あるいは導入を検討している回答者対象）
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18.7 

15.0 

15.0 

12.6 

10.1 

0% 5% 10% 15% 20%

管理（会社役員、その他の法人・団体の管理職員等）(n=182)

事務（人事、総務、医療・介護等）(n=146)

その他(n=146)

専門・技術①（設計・開発・製造・建築・情報等の技術者）(n=122)

販売（商品販売、営業等）(n=98)

20.2 
13.7 

12.8 
6.2 

4.7 
3.3 

2.4 
1.9 

1.2 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

在宅勤務を拡充する(n=196)
できる限り面積を縮小・効率化していく(n=133)

本社以外に多様なワークスペースを整備する（賃借、レンタル等）(n=124)
交通利便性が高い都心に集約する(n=60)

郊外のオフィスに本社機能の一部を移転する(n=46)
郊外のオフィスに本社機能を集約する(n=32)

無回答(n=23)
今後も面積を拡大していく(n=18)

その他(n=12)

第５節 ワーカー・企業のニーズ（企業向け調査概要②）
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・リニア新幹線の開通や5G等の通信環境やICT技術の向上を踏まえた、想定されるオフィス戦略として、回答者の１割以
上が「できる限り面積を縮小・効率化していく」「本社以外に多様なワークスペースを整備する」（賃貸、レンタル等）を挙げ
ている
・条件が整えば拠点を本社から分離（地方等へ機能移転）できる可能性がある職種として「管理」が18.7％と最も多く、次
いで「事務」が15.0％である

グラフ：今後想定されるオフィス戦略（３つまで選択（「特に考えていない」を除いた回答、n=972）

グラフ：拠点を本社から分離できる可能性のある職種（あてはまるものすべて、上位５種、n=972）
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1.1 

0.3 

0.5 

2.2 2.6 8.2 11.0 4.3 4.3 2.2 1.7 38.3 23.3 全体（n=157）

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 山梨県 長野県 静岡県 その他 特にない 無回答

第５節 ワーカー・企業のニーズ（企業向け調査概要③）
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・想定されるオフィス戦略等の展開先（エリア）として、最も多く挙がったのは「神奈川県」である
・想定されるオフィス戦略等の展開先（エリア）とその理由をクロス分析すると、最も回答が多かった神奈川県を挙げる理
由として、「市場への近接性」が最も多く、回答者全体と比較しても重視する傾向が見られる

表：具体的なエリア別の理由（３つまで選択、回答者全体の割合と10ポイント以上差のある回答は太字）

1位 ２位 ３位

回答者全体(n=248) 都心までの距離(28.6%) 市場への近接性（28.2％） 高速道路を利用できる
（23.0％）

神奈川県（n=71) 市場への近接性（36.6％） 都心までの距離(26.8%)
関連企業への近接性

地価が安い
（25.4％）

東京都(n=53) 市場への近接性（45.3％） 人材・労働力の確保（39.6％）
関連企業への近接性

都心までの距離
（28.3％）

グラフ：具体的なエリア（１つ選択、今後想定されるオフィス戦略、あるいは条件が整えば拠点を本社から分離（地方等へ機能移転）で
きる可能性について回答した回答者が対象）
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分
類

特性・考慮すべきトレンド 根拠

首
都
圏
の
特
性
や
課
題
【
内
部
環
境
】

●人口減少による労働力不足
・人口減少の時代が本格化し、生産年齢人口（15～64歳）は平成27（2015）年から令和27（2045）年にかけて8.3
ポイント（約550万人）減が見込まれ、幅広い産業分野で労働力の不足が懸念される。

・女性に着目すると、通勤時間が長い三大都市圏において女性労働力率が相対的に低い。一方で、ワーカー向
け調査の結果、今後のテレワーク意向について、約75％は積極的な意向を示しており、最も多い理由として「通
勤時間・移動時間の削減」が挙げられ、特に30代女性は「育児との両立」を挙げる割合が全体と比べて高い。

・新型コロナウイルス感染症拡大に端を発した緊急事態宣言により、全国、とりわけ東京圏におけるテレワーク
実施率は緊急事態宣言前と比較して急激に上昇した（1月：10％→4-5月：38％）。テレワークを経験することで
仕事に対する意識変容（ワークライフバランス）や地方移住への関心の高まり等、ワーク・ライフスタイルに大き
な変化が生じている。また、技術革新の進展に伴う生産性の向上等が進むことで、副業だけではなく複業・多業
等の働き方の進化や、住まい方の多様化による二地域居住等の進展が予測される。

・ワーカー向け調査の結果、新たなワークスタイルを実現するための拠点として、年代に着目すると20、30代の
男女は「神奈川県」「東京都」を選択する割合が高く、40、50代の男性は「長野県」「山梨県」を選択する割合が
高い。

・第１節 人口
・第３節 その他
社会経済構造

・第４節 新型コ
ロナウイルス感
染症がもたらし
た社会変化

・第５節 ワー
カー・企業の
ニーズ●異次元の高齢化の進展

・老年人口（65歳以上）は平成27（2015）年から令和27（2045）年にかけて全国で約530万人増加する見通しで
あり、そのうち首都圏は約230万人（約43％）を占める。「人生100年時代」が現実味を帯びる中、劇的な老年人
口の増加は介護施設の不足等の問題を招く懸念をはらむ一方、体力のある高齢者や何らかの形で働き続けた
いという意欲のあるシニア層が増加傾向にあることから、社会で元気に活躍して力を発揮できる仕組みを作るこ
とが重要。

●日本経済をけん引する中枢機能の集積
・首都圏の域内GDPはイタリア、韓国、ロシア等を上回る規模であり、特に東京都はアジアヘッドクォーター特区
等の取組により、外資系企業の約７割が立地している。外国人留学生についても約４割が東京に集中し、国際
経済都市としての地位を築いている。また、産業面では特に情報通信業、学術研究・専門・技術サービス業等
が集積しており、大学発ベンチャー企業の３割が東京都に集積している。

・今後のオフィス戦略について、企業向けニーズ調査の結果、１割以上がオフィス面積の縮小・効率化や本社以
外に多様なワークスペースを整備することを想定しており、具体的に想定されるエリアを挙げた回答のうち、神
奈川県が最も割合が高い。

・第２節 産業
・第３節 その他
社会経済構造

・第５節 ワー
カー・企業の
ニーズ

第６節 まとめ

43

・第１～５節の分析をもとに将来シナリオの検討において踏まえるべき特性やトレンドを整理した。
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第６節 まとめ
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分類 特性・考慮すべきトレンド 根拠

社
会
潮
流
【
外
部
環
境
】

●「新しい生活様式」への移行

・世界規模で拡大する新型コロナウイルス感染症の流行により、日常生活のみならず、経済・社会全体
のあり方、さらには人々の行動様式・意識など多方面で変化が発生しており、今後、「新しい生活様
式」へ移行する見方が強まっていることから、デジタルシフトの加速、コミュニケーションのオンライン化
（テレワーク、オンライン授業、交流等）が進む一方でのフェイス・トゥ・フェイスコミュニケーションの価
値向上、居住と就業先の分散化等の進展が予測されるため、それらのトレンドに対するための規制の
緩和、新制度の創設や支援策の充実等の必要性が一層高まるのではないか。

・居住と就業先の分散化の一例として想定されるワーケーションについて、企業向け調査の結果、ワー
ケーション制度導入済み企業が2.6%、導入を検討している企業が11.8%であり、これらの企業のうち、
40.2％が制度の拡大・継続意向を示している。

・消費行動にも大きな変化が表れており、例えば住まいについて、新型コロナ感染症の影響を受ける前
では利便性を重視する傾向が見られた一方、今年4月時点では部屋数の多さや間取りの広さを希望
する割合や、通勤利便性よりも周辺環境を重視する割合が高い。また、

・新型コロナウイルス感染症拡大前後で就業者の意識は大きく変化した。約６割が仕事への向き合い方
が変化したと回答し、仕事と生活のバランス（ワークライフバランス）についても約５割が生活を重視す
るようになり、いずれも20代・30代において顕著である。

・オンライン化の進展で一定程度のコミュニケーションはオンラインで代替可能となったが、初対面の交
流、突っ込んだ議論等になると雰囲気が伝わらないため代替が難しい。今後の技術革新を考えれば、
偶然の出会いや雑談等についてもオンラインで可能となるとの意見はあるものの、リアルの場におけ
る交流ならではの価値は引き続き存在すると考えられる。今後、オフィスの機能は、単に作業をする場
所から、ビジネスパーソン等の偶然の出会い・交流や、予定していないコミュニケーション、顔を突き合
わせた深い議論が行われるリアルの場の提供など、交流・滞在空間の機能に重きを置いたもの（テレ
ワークにおけるデメリットとして挙げられたコミュニケーションの機能不全の補強）に変化していく可能
性がある。

・第４節 新型コロ
ナウイルス感染
症がもたらした社
会変化

・第５節 ワー
カー・企業のニー
ズ
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第２章
リニア開通・SMRの影響を見据えた
将来シナリオ

国土交通省
関東地方整備局
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該当箇所
＜最終とりまとめ頁＞

SMR構想検討会最終とりまとめ記載（抜粋、下線部は事務局追加）

首都圏の個性と
展開されるべき
地域戦略
＜20頁＞

我が国の国際競争力を高めていくためには、東京を中心とした圏域内の複数の国際ビジネス
拠点を中心に、グローバル企業や外国人人材に対し優れたビジネス環境を提供し、国際・金融
機能をはじめとしたグローバルな経済都市としての機能強化を目指すことが求められる。
加えて、首都圏に集積する情報通信・広告サービス・金融等の企業が、マーケティング・デザ

イン・販路・資金調達といった能力を活かして、全国の企業が生み出す商品の価値をともに磨
き上げ、世界に向けて広く発信していくことで、大きな相乗効果を生み出す、いわば、地方創生
と国際競争力向上を組み合わせた、新たな成長プラットフォームとしての機能をもつことが期待
される。

中間駅周辺地域
から始まる新た
な地方創生（目
指す方向性（神
奈川県駅（仮
称））
＜24頁＞

リニア中央新幹線によって三大都市圏が結ばれることにより、その間に位置する中間駅は、
多様な人材が活発に行き交いクリエイティブな交流が生まれる、三大都市圏とは異なる新しい
知的対流拠点となる可能性を秘めている。そして、そこで創出される高度な付加価値が、周辺
地域の魅力と融合することで、地域の強みを活かした新しい産業の創出や、既存産業の高付
加価値化に寄与することが期待される。
また、近年、地方の豊かな自然環境や景観、食文化等が、インバウンド旅客など域外を含め

た多様な視野から、当該地域の魅力として再認識されてきており、中間駅周辺地域においても
こうした機会を活かしていくことが期待される。これに加え、中間駅周辺地域は、リニア中央新
幹線による劇的な時間短縮により、ICT を活用した多様な働き方やジョブ型雇用等の普及と相
まって、大都市で働きながら自然豊かな地域で暮らしたり、ライフステージに応じた住み替え先
となるなど、新たな居住の選択肢を提供する地域に発展していくことも期待される。

第１節 将来シナリオ検討の視点
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・首都圏を含む三大都市圏は、最終とりまとめにおいて、「目指すべき方向性」と「展開されるべき地域戦略」が設定されて
いるため、本シナリオにおいてもこれらを踏まえ、論点等を整理した。
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該当箇所
＜最終とりまとめ頁＞

SMR構想検討会最終とりまとめ記載（抜粋、下線部は事務局追加）

各中間駅周辺
地域の個性と展
開されるべき地
域戦略（神奈川
県駅（仮称））＜
25頁＞

神奈川県駅（仮称）は、相模原市の中心拠点の一つであり複数の鉄道在来線が結節する橋
本駅周辺地区への整備が計画されている。同地区は、首都圏中央連絡自動車道（圏央道）相
模原IC から約５km という立地にあり、圏央道を南北軸として、神奈川県の県央・湘南地域及
び東京都の一部にまたがる人口約 280 万人の規模を有する首都圏南西部圏域を形成してい
る。当該圏域には多数の大学や研究機関等が集積しており、生活支援ロボットの実用化に向
けた研究開発や多様な実証実験を促進する、さがみロボット産業特区の取組が進められるな
ど、首都圏の成長を牽引する産業交流拠点としての発展が期待されているほか、圏央道と高
速バス等を活用した広域交通ネットワークの拠点となり、広域的な物流ネットワークや観光
ルートを形成していくことなどが期待される。こうしたポテンシャルを活かすため、リニア駅が設
置される橋本駅周辺地区と在日米陸軍相模総合補給廠の一部返還地の利用が計画される相
模原駅周辺地区を一体の広域交流拠点とするまちづくりが進められている。

求められる取組
（中間駅周辺地
域）＜27頁＞

中間駅周辺地域は、活発な知的対流と地域の魅力に即した豊かなライフスタイルが結びつい
た、新たな拠点に発展していく可能性を秘めているが、更なる発展の可能性として、上記の取
組が相まって、全国から研究者や学生等の若者を含むクリエイティブな人材を引き付ける地域
へと発展することで、例えば、最先端の技術や研究、積極的な社会実装等を通じて、
Society5.0 が目指す地域の課題の解決や持続可能な社会の形成に貢献するなど、独自性と
先進性に優れた質の高い地域として、革新的技術の集積と周辺の豊かな自然環境と融合した
全く新しいコンセプトのライフスタイルを世界に発信していくことが期待される。

リニア中央新幹
線がもたらすイ
ンパクト＜11～
15頁＞

① フェイス・トゥ・フェイスコミュニケーションが生み出す新たなイノベーション
② 時間と場所からの解放による新たなビジネススタイル・ライフスタイル
③ 海外からの人や投資の積極的な呼び込み
④ 災害リスクへの対応

47

第１節 将来シナリオ検討の視点
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首都圏は、我が国の人口及び企業の中枢機能の多くが集積し、これまでの我が国の成長を牽引してきた。東
京都では、アジアヘッドクォーター特区等の取組により、欧米の多国籍企業やアジアの成長企業の事業統括部
門や研究開発部門の誘致が進められ、外資系企業の約２割が立地している。外国人留学生についても約４割
が東京に集中している。また、産業面では特に情報通信サービス業、金融業、広告業が集積しているほか、大
学発ベンチャー企業の約３割が東京に集積している。
上記の個性を踏まえつつ、これまでの延長線上ではない全く新しい発想に基づくイノベーションを生み出すこと

が重要であり、わが国が世界に対して新世代のビジネスモデルを示す存在となるため、「内なる国際化」等に向
けた取組の推進に加え、将来を見据えながら首都圏の個性を際立たせ、さらに伸ばすことによって、それぞれの
分野の優れた海外企業や人材に選ばれる魅力ある都市圏を形成し、三大都市圏間の対流を活発化させること
で、スーパー・メガリージョンの核となる「個性ある三大都市圏の一体化による巨大経済圏の創造」を目指す。
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・最終とりまとめにおける、「目指すべき方向性」と「展開されるべき地域戦略」をベースに、第１章でまとめた首都圏の現
状や特性を踏まえた、首都圏版の将来シナリオを設定するため、以下の視点を設けた。

検討の視点

① 地域戦略のさらなる具体化

② 首都圏の人口、産業、その他の社会経済項構造を踏まえた、今後展開するべき地域戦略の追加

【第２節】 将来シナリオ
【第１項】 目指すべき方向性

第１節 将来シナリオ検討の視点



国土交通省
関東地方整備局

第２節 将来シナリオ
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【第２項】 展開されるべき地域戦略
・第１項の方向性を実現するため、東京～大阪間の開業が見込まれる令和22（2040）年頃を見据え、展開されるべき地域
戦略について、最終とりまとめや首都圏広域地方計画をもとに検討した。

具体化・追加の対象
（最終とりまとめ引用）

具体化・追加する内容

国際・金融機能をはじめとしたグ
ローバルな経済としての機能強化
（20頁）

【具体化・追加】強力な国際競争力を有する首都圏の新
しいモデル構築

新たな成長プラットフォームとしての
機能（20頁）

【具体化】東京圏のオフィス機能の分散化や効率化によ
る多様なワーク拠点の創出

【具体化】「コワーキング型」「地域資源発掘型」知的対
流拠点の形成

各中間駅周辺地域の個性と展開さ
れるべき地域戦略（神奈川県駅（仮
称）25頁）

【追加】中間駅周辺の豊かな地域環境と融合した新たな
ワークスタイルの創出

【追加】都心と中間駅周辺等の地域の対流促進による独
自のライフスタイルの形成



国土交通省
関東地方整備局

具体化・追加の対象
(最終とりまとめ引用)

2040年頃の
未来像

地域戦略（具体化【具】・追加【追】）

●国際・金融機能を
はじめとしたグ
ローバルな経済と
しての機能強化
（首都圏の個性と
展開されるべき地
域戦略（20頁））

●海外からの投資の
積極的な呼び込
み（13～14頁）

世界最大のメ
ガリージョンの
形成

【具・追】強力な国際競争力を有する首都圏の新しいモデル構築

●リニア新幹線の開業を踏まえた国際競争力高度化に向けて、首都圏の各地域において拠
点整備やビジネス機能の集積等が進展している。

●リニア新幹線の開業により、他圏域との連携強化の契機となることが期待されており、他圏
域との連携強化により、各地域の個性や特性が、更に多様で異質なヒト、モノ等と連携・融
合しながら新しい価値の創造による首都圏の競争力向上の可能性が高まる。例えば、筑
波研究学園都市のイノベーションを継続的に生み出す機能を強化しつつ関西文化学術研
究都市と繋ぐなど、知の創発拠点を繋ぐ「ナレッジ・リンク」を形成する取組等が考えられる。

参考：「首都圏広域地方計画」(45～47頁、平成27年4月)

●新たな成長プラット
フォームとしての
機能（首都圏の個
性と展開されるべ
き地域戦略（20
頁））

●時間と場所からの
解放による新たな
ビジネススタイル・
ライフスタイル（12
頁）

東京圏に集中
する人口及び
企業の中枢機
能等の分散や、
首都機能をは
じめとする中
枢管理機能の
バックアップ体
制の整備

【具】東京圏のオフィス機能の分散化や効率化による多様なワーク拠点の創出
●都心企業では、本社面積の縮小・効率化、在宅勤務の拡充、多様なワークスペースの整

備等に関する意向が比較的高くなっており、郊外へ本社機能を移転することを検討してい
る企業も一部見られる。リニア新幹線の開通により、さらに、これらの動きが活性化するこ
とが想定される。

●遊休不動産を活用したオフィス創設、空き家、空き施設等を活用した新たなサテライトオ
フィスの整備等、中間駅の周辺地域等において、地域の特性や立地に応じた、企業の新
たなオフィス整備の動きが促進される。

●また、都心と比べて相対的に自然環境が豊かであること等を活かし、専門的な業種（学術
研究、専門・技術サービス業、製造業等）からのニーズが高い、新商品や技術を開発する
ために必要な各種実験を実施するフィールドを提供することで研究開発を促進する機能を
発揮することも期待される。

第２節 将来シナリオ

50

【第２項】 展開されるべき地域戦略
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第２節 将来シナリオ
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【第２項】 展開されるべき地域戦略
具体化・追加の対象(最終とりまと

め引用) 2040年頃の未来像 地域戦略（具体化【具】・追加【追】）

●新たな成長プラットフォームとし
ての機能（首都圏の個性と展
開されるべき地域戦略（20頁））

●フェイス・トゥ・フェイスコミュニ
ケーションが生み出す新たなイ
ノベーション（11頁）

イノベーション・エコシステ
ム（起業家、スタートアップ
企業、大学、投資家等が
オープンな環境で協働し
てイノベーションを次々と
生み出す）の形成

【具】「コワーキング型」「地域資源発掘型」知的対流拠点の形成

●コミュニケーションの変化に伴い、働く場の機能として交流・滞在空
間の機能が重視される傾向にある。

●リニア新幹線による劇的な時間短縮により、フェイス・トゥ・フェイス
コミュニケーションの機会が増加し、イノベーションを促すような交
流・滞在空間としての知的対流拠点が都市だけではなく地方でも
形成される。

＜コワーキング型＞

拠点を形成し、多様性のある者が可変的に集うことで生じる知的対
流による知恵やアイデアの高度化・高付加価値化を促す。
＜地域資源発掘型＞

関係主体が連携し、特定地域における潜在的価値を有する技術や
産品等の高度化・高付加価値化を促す。

出典：国土審議会計画推進部会稼げる国土専門員会2019年取りまとめ報告書「新たな時代における「予定調和なき対流」によるイノベーション創出
～「地方に到来したチャンス」を最大限に活かした「稼げる国土」の形成～」（平成31年4月）
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第２節 将来シナリオ
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【第２項】 展開されるべき地域戦略

具体化・追加の対象(最終とりま
とめ引用) 2040年頃の未来像 地域戦略（具体化【具】・追加【追】）

●各中間駅周辺地域の個性と
展開されるべき地域戦略（神
奈川県駅（仮称）25頁）

●時間と場所からの解放による
新たなビジネススタイル・ライ
フスタイル（12～13頁）

●リニア新幹線の開通を
契機として、ICT等を活
用した多様な働き方の
普及が進み、都市と都
市や都市と地方等にま
たがる新しいワークス
タイルが確立

●男女問わず労働に参画
し、子育てとも両立しや
すい環境の創出

●人生100年時代におい
て、何歳でも学び直し、
チャレンジすることが求
められる社会

【追】中間駅周辺の豊かな地域環境と融合した新たなワークスタイルの
創出

●神奈川県駅（仮称）周辺地区は、自然豊かな中山間地域に接続して
おり、都心部とは異なる魅力的なワーク環境を提供するエリアとして
発展していくポテンシャルを有している。

●新型コロナウイルス感染症により、コミュニケーションのオンライン化
が加速する一方、ビジネスパーソン等の偶然の出会い・交流や、予
期しないコミュニケーション等が生まれる場の重要性が高まっている。

●リニア新幹線による劇的な時間短縮により、大都市で働きながら自
然豊かな地域で暮らしたり、新たな居住の選択肢を提供する地域に
発展するとともに、企業の枠を越えた知的対流を契機としたイノベー
ションによる生産性向上を目指し、首都圏内のIT・情報・金融等のク

リエイティブ人材やイノベーション人材と圏内外の企業や人材との対
流を促すための新たな場、仕組みづくりの推進が期待される。
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第２節 将来シナリオ
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【第２項】 展開されるべき地域戦略
具体化・追加の対象(最

終とりまとめ引用) 2040年頃の未来像 地域戦略（具体化【具】・追加【追】）

●各中間駅周辺地域の
個性と展開されるべ
き地域戦略（神奈川
県駅（仮称）25頁）

●時間と場所からの解
放による新たなビジ
ネススタイル・ライフ
スタイル（12～13頁）

●ICTの活用等により、
在宅勤務やモバイル
ワーク、サテライトオ
フィスやシェアオフィス
での勤務等、働く場や
空間の多様化の浸透

●兼業・副業による人材
の活用、ジョブ型雇用
等の特定の組織にとら
われない働き方の増加

●豊かでゆとりのある生
活の実現

●地方に関わる対流人
口の増加

【追】都心と中間駅周辺等の地域の対流促進を通じた独自のライフスタイルの
形成

●消費行動や住環境に対するニーズ等の変化、テレワーク実施者の傾向（仕
事よりも生活を重視（ワークライフバランス）し、地方移住に対する高い関心
を示す等）に表れているように、新型コロナウイルス感染症の感染拡大も一
因となって、個人の生き方（ライフスタイル）が多様化している。

●リニア新幹線による劇的な時間短縮により、大都市で働きながら自然豊か
な地域で暮らしたり、大都市と地方に居住地を持ち暮らす（二地域居住等）
等、新たな動きが期待される。特に若い世代では、大都市で働きながら、兼
業・副業として、地方部の課題解決や魅力創出等に関わるような対流が促
進される。こうしたライフスタイルの実現に向けて、自然豊かな居住環境・多
様なツーリズム・社会参画等を促進するプラットフォーム等の形成に向けた
取組の重要性が高まると考えられる。

●また、上記の過程において、例えばエシカル消費の加速（例：地方部で栽培
された農産品を居住地の一つである地方部において購入消費することによ
る地産地消）、テレワーク等に適したゆとりのある住宅の確保の実現等も期
待される。

※その他、記載を検討している事項（キーワード）
・ラストワンマイルの確保に向けた検討
・情報通信技術
・「農ある暮らし」（地方部における食と農） 等

【参考資料】マンション等賃料（中間駅等周辺地域）

出典：LIFULL HOME‘S HP（令和2年11月6日時点）マンション賃料（中間駅周辺地域）
※１：駅徒歩10分以内の賃貸物件(2LDK)の平均月間賃料（管理費・駐車場代などを除く）を軸としてLIFULL HOME‘Sの過去データを基に算出
※２：中津川市内に調査対象駅の相場が存在しないため、中央本線沿い近接の瑞浪駅を対象
※３：駅位置が特定されていないため、大阪市北区（大阪駅所在）を仮定
※４：甲府駅、飯田駅については2LDKのデータには情報がないため、掲載していない

品川駅 神奈川県駅 山梨県駅 長野県駅 岐阜県駅 名古屋駅 大阪市

調査対象 品川駅 橋本駅 甲府駅 飯田駅 瑞浪駅(※２) 名古屋駅 大阪市(※３)
賃料(※１) 30.81万円 10.30万円 - - 5.82万円 20.90万円 27.72万円
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参考資料（R３年度概算要求資料等）

国土交通省
関東地方整備局
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テレワーク関係のR３年度概算要求資料（国土交通省（都市局））
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テレワーク関係のR３年度概算要求資料（国土交通省（都市局）・観光庁）
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テレワーク関係のR３年度概算要求資料（総務省）
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テレワーク関係のR３年度概算要求資料（厚生労働省）
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テレワーク関係のR３年度概算要求資料（内閣府・農林水産省）
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